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サマリー

【外部環境の変化】

 世の中における通信の位置づけは、通信ネットワークとつながるデバイス数の増加、IoT化の進展によって、法人・個

人に双方とって位置づけが高まっていく

【産業構造の変化】

 移動通信サービスは10年ごとに世代交代があり、2050年には“真の”メタバースの実現に耐えきれる通信サービスが

提供可能になると予想する

 個人向け通信もベストエフォート方式からギャランティ方式に移行し、足下では代替困難なフィジカル業務もデジタル

化することで、従来のフィジカルとデジタルの主従関係といった概念が消滅

【日本産業の強み】

 我が国の移動通信および固定通信はともに政府が厳格に管理することで健全な産業の発展が実現してきた

 国内の通信産業は、参入障壁が相応に高いことから、NTTを中心とした通信事業者は、一定の水準の利益を確保し

ており、さらなる通信技術の発展のための成長投資が継続している

【CPSの実装】

 CPSの実装によって、働き手不足や医師の偏在化といった日本の社会課題が解決する可能性がある。具体的には、

働き手不足に対してはAIロボットによるサポートの実現、医師の偏在化に対しては高度な遠隔医療サービスの実現や

AI医師の登場が期待されよう

【日本産業の勝ち筋】

 これらの前提となるCPSを実現するためには、日本の強みである通信事業者による健全な競争環境が維持されるこ

とが重要である。また、CPSを前提としたユースケースを早期に実現すべく、特に日本固有の社会課題解決にあたっ

ては、他業種との連携を加速させるような補助金政策等、官民一体となった取り組みが求められよう

通信
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通信産業の勝ち筋 ～メタバース・デジタルツインを支える通信サービスを実現

通信 ハイライト

外部環境の変化 強み

IoT化の進展

法人・個人
にとっての

通信の位置づけ
の高まり

産業構造の変化

“真の”メタバースの実現

フィジカルとデジタルの
主従関係変化

ミッションクリティカル（注）な通
信サービスの提供が可能に

規制業種
（参入障壁 高）

相応の利益率に
裏打ちされた投資
余力・技術開発力

勝ち筋
先進的な通信インフラの構築を前提とした社会課題解決のためのユースケース開発

働き手不足の解消 ／ 医師の偏在化解消・医師の働き方改革の実現

通信産業の売上高イメージ 17.5兆円（現在）→43.8兆円（2050）

CPS実装（現実×仮想）

CPSを支えるための通信インフラ整備・サービス提供

（注）必要不可欠でそれが欠けるとサービスを遂行する上で致命的な影響を及ぼすものを指す
（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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企業や消費者にとって通信はより重要な位置づけに

 企業や消費者にとっての通信の位置づけの変化は以下の通り

― 通信の高度化によって、一定の通信速度と遅延、安定性が保証される（＝ギャランティ型（注））ことで、フィジカルを

前提としていたサービスもデジタルに代替され、通信の位置づけは極めて高くなっていくものと考えられる

通信 ①外部環境変化

企業および消費者にとっての通信の位置づけの変化

未来（2050年）現在（2020年）

企
業

消
費
者

本社
（データセンター）

工場

オフィス

オフィス

従業員

従業員

従業員

従業員

自宅

消費者

5G 「ベストエフォート型」通信を
介して享受するサービス例

テキスト・音声コミュニケーション

動画メディア

デジタルエンタメ

EC

本社
（データセンター）

無人工場

オフィス

オフィス

AIロボット

従業員

従業員

自宅

消費者

8G 「ギャランティ型」通信を
介して享受するサービス例

動画・アバターコミュニケーション

動画メディア

全てのエンタメ

全ての買い物

医療・介護

AIロボット

工場のデータ取得
や、オフィスにおける
業務に通信を利用

AIロボットの遠隔操作、

従業員のパフォーマ
ンスモニタリングのた
めに通信を利用

（注）ギャランティ型通信とは、混雑時でも最低速度を保証するサービスを指す。本章では、通信速度に加え、通信遅延や障害件数の上限についても保証するサービスとする
（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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大容量化・高信頼性化により、“真の”メタバース・デジタルツインの実装が可能に

 過去の移動通信規格の変遷とメタバースの実現に向けて必要な通信容量についての試算は以下の通り

― 過去のトレンドを踏まえれば、8Gの時代では現在の1,000倍程度の通信速度が実現されている可能性があり、現

状の通信トラフィック水準等を踏まえれば、スマートデバイスとの組み合わせによって、現実世界と区別が不可能な

レベルの“真の”メタバース・デジタルツイン（注）が実装出来ると考えられる

通信 ②産業構造変化

移動通信規格における通信速度（下り・理論値）の変遷 （ご参考）6Gの要求条件

一人当たりの通信容量の現状（2023年）と“真の”メタバース実現に必要な容量の比較

0.01 0.38 14 150 1,000

20,000

（Mbps）

3G→4G：2,632倍
4G→5G：20倍

20.0Tbps～
5G→8G：1,000倍

“真の”メタバースに必要な
1人当たりの通信容量

63.76TB/月

※算出根拠：｛4K映像（20Mbps）
+ハイレゾ音源（4.6Mbps）｝×
60秒×60分×24時間×30日

1契約あたりの移動通信トラフィック

10.0GB/月

1契約あたりの固定通信トラフィック

208.7GB/月

292倍

（注）2050年には、スマートデバイスによって視覚・聴覚・触覚・嗅覚の再現が実現できていることを前提とするが、
触覚・嗅覚はデータ容量が相対的に小さいものと考えられることから通信容量の算出から除外
（出所）両図とも、総務省公表資料、NTTドコモ公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

5G

 通信速度最大を
100Gbps超へ

 100倍以上の超大容量
化（bps/㎡）

 上りリンク超大容量化

 幅広いユースケースに
おける品質保証
（Reliabilityは
99.9999%まで向上）

 高度なセキュリティと安
全性

超高速・大容量通信 超高信頼通信

 さらなるビット当りのコス
ト低減

 充電不要な超低消費電
力デバイス

 平方km当り1,000万デ
バイス

 高精度な測位とセンシ
ング（＜1cm）

超多接続&センシング超低消費電力・低コスト化

 E2Eで1ms以下程度の
超低遅延

 常時安定した低遅延性

 陸上（面積）カバー率
100%

 空（高度1万m）・海（200

海里）・宇宙への挑戦

超低遅延超カバレッジ拡張

6G
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メタバース・デジタルツインの実装を前提とした場合のサービスの主従関係変化

 メタバースの実装を踏まえたサービスとフィジカル・デジタルの主従関係における変化イメージは以下の通り

― ミッションクリティカルな通信サービスの提供が実現することで、従来はあくまでデジタルはフィジカルの一部を補完

する従属的な関係にあったが、デジタルツインが実装されれば、フィジカルでないといけない理由が消滅し、フィジ

カルとデジタルの主従関係といった概念そのものもなくなる

通信 ②産業構造変化

フィジカルが主となっている行動・サービスの変化（例）

未来（2050年）現在（2020年）

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

医
療
サ
ー
ビ
ス

Face to Faceでのコミュニケーション主

Web面談による補完従

対面での問診、病院での手術オペレーション主

オンライン診療サービスによる問診従

デジタル・フィジカルコミュニケーションの垣根が消滅主

大宗の医療サービスがどこでも享受可能に主

通信・デバイスの進展によって、
「フィジカルならでは」というメリットが完全に消滅

手術ロボット

通信・デバイスの進展によって、
自宅にいながら一部の手術オペレーションも可能に

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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有限な周波数や光回線インフラを国（政府）が管理し健全な競争環境を促進

 日本の通信産業の強みは以下の通り

― 有限である移動通信周波数は厳格に政府（総務省）が管理しているほか、移動通信を支える固定通信バックボー

ンは大部分をNTT（NTT東日本・NTT西日本）が保有しており、NTT法によって管理。その結果、他国にはない高度

な通信環境と相応の利益率が長期にわたって維持されている

通信 ③強み

日本の通信インフラの管理状況 NTTの連結業績推移

政府（総務省）

移動通信 固定通信

NTT東日本

NTT西日本

オプテージ

STnet

その他固定通信事業者

ソフトバンク

NTTドコモ

KDDI

楽天モバイル

周波数割り当て・監督 電気通信事業法
NTT法

（NTT/NTT東西のみ）

回線貸出

人口カバー率

4G:99.9%

5G:96.6%

光ファイバ世帯カバー率

99.72%

（出所）総務省公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成 （出所）SPEEDAより、みずほ銀行産業調査部作成
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人口一人当たり
売上高：10.5万円
EBITDA：2.7万円

人口一人当たり
売上高：5.4万円

EBITDA：1.9万円

人口一人当たり
売上高：1.3万円

EBITDA：0.5万円

国内通信事業者は海外対比で国民一人当たり収益が高く、効率良く収益を上げる

 主要国の通信事業者との業績比較は以下の通り

― 売上高、EBITDAの絶対額では劣るものの、人口一人あたり売上高およびEBITDAはNTTが最も高く、通信サービ

スを通じて国民一人一人から効率よく大きな収益をあげることが出来ていると言えよう

通信 ③強み

（注）為替レートは各決算期の期末レートを採用
（出所）いずれの図表とも、SPEEDAより、みずほ銀行産業調査部作成

【日本】NTTの業績推移 【米国】Verizonの業績推移 【中国】China mobileの業績推移
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ユースケースを早期に実現し、通信先進国としての位置づけを維持

 通信の発展を踏まえたユースケース（案）は以下の通り

― 異業種との連携を通じ、通信を活用したユースケースを早期に創出し、日本の社会課題解決とユースケースの輸

出を同時に実現すべき

通信 ④CPSの実装

日本の働き手不足を解決するためのユースケース（案） 日本の医師の偏在化を解決するためのユースケース（案）

無人工場本社
（データセンター）

従業員
AIロボット

本社の従業員が点在する工場におけるAIロボットの行動を一括管理し、
工場は完全無人化。ロボットの行動の大部分は本社ではなく、エッジAI

によって自律的に制御し、日本の製造業における働き手不足を解消

エッジAI

病院
（オペレーションセンター）

医師

自宅（遠隔地）

オペデータ

AI医師

自宅（遠隔地）

自宅（遠隔地）

CPSによって医療患者は自宅（遠隔地）にいながら病院と同等の医療

サービス、手術を受けることが可能に。これらのオペレーションデータを
蓄積し、AIに学習させることで、医師の働き方改革への対応も実現

（出所）両図とも、みずほ銀行産業調査部作成
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CPSの実装に向けた持続的な設備投資が重要に

 日本の勝ち筋は以下の通り

― CPSにおける通信サービスは、ギャランティ型が大前提となることから、通信サービスにおいて徐々にギャランティ

型の提供範囲を拡大していくことが必要となろう

― 個人・法人に対する通信サービスを高度化しつつ、従前より継続する通信関連設備投資を維持することが重要で

あり、2050年には個人・法人向けに移動通信・固定通信におけるCPSの実装が実現する

通信 ⑤日本の勝ち筋

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

2050年頃2040年頃2030年頃

通信産業プレーヤーが提供する通信サービスおよびCPSの実装イメージ

現在

法人向け
通信サービス

個人向け
通信サービス

 移動通信
― 5G（ベストエフォート
型）

 固定通信

― 光回線（ベストエフォー
ト型）

 移動通信
― 8G（全量ギャランティ
型）

 固定通信

― 光回線（全量ギャラン
ティ型）

 移動通信
― 6G（ベストエフォート
型）

 固定通信

― 光回線（一部ギャラン
ティ型）

 移動通信
― 7G（ベストエフォート
型）

 固定通信

― 光回線（一部ギャラン
ティ型）

 移動通信
― 5G（ベストエフォート
型）

 固定通信

― 光回線（一部ギャラン
ティ型）

 移動通信
― 8G（全量ギャランティ
型）

 固定通信

― 光回線（全量ギャラン
ティ型）

 移動通信
― 6G（ベストエフォート
型）

 固定通信

― 光回線（一部ギャラン
ティ型）

 移動通信
― 7G（ベストエフォート
型）

 固定通信

― 光回線（全量ギャラン
ティ型）

CPS実装を見据えた持続的な設備投資 CPSの実装
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 通信の高度化を前提とし
た新たな社会課題解決型
ユースケースの開発
― ECのドローン配送

― フィジカルエンタメ（映
画・音楽ライブ等）のデ
ジタル完全再現

― 工場の完全無人化
― リモート手術、AIロボッ
トによる手術の実装

 通信事業者との協働によ
る、ソリューションの外販

 非通信事業者とのアライ
アンスによる、ユースケー
スの開発

 通信関連のユースケース
提供事業者のM&Aによる
サービスの内製化

 健全な設備競争に基づく
通信サービスの高度化

 CPSの実装とユースケー

スを組み合わせたソリュー
ションの外販

ありたき姿を実現するための打ち手と課題・障壁

通信 ⑥打ち手と課題・障壁

（出所）両図とも、みずほ銀行産業調査部作成

 ありたき姿の実現に向けた課題と打ち手は以下の通り

― 足下では5G通信の特徴を生かしたユースケースが乏しく、今後の6G以降においても同様の状況が継続しないよう、

通信事業者が有する最新の通信技術を活用するための非通信事業者とのアライアンスが必要となる。また、特に

日本固有の社会課題を解決するような新たなユースケース開発の後押しとして政府による支援も必要となろう

ありたき姿の実現に向けた課題

 ユースケースの不足

― 現状、通信は5Gが普及しているが新たな付加価値の高いサービス

の提供は実現していない状況

― 今後、6G、7G、8Gと移動通信の規格が進展する中で新たな高付

加価値サービスやユースケースが生み出されない場合、通信サー

ビスそのものの価値が低下し、通信サービス事業者が十分な投資

余力を確保できない可能性

 政策による通信産業の持続的な成長の後押し

― 固定通信においては、足下ではNTT法の改正議論等、通信行政を

取り巻く環境が見直されつつある状況。他方、移動通信においては、

周波数の割り当てを政府（総務省）が管理・監督しており、周波数の

有効活用を通信サービス事業者に課している

― 今後のCPSの実現にあたっては、我が国通信インフラの高度化が

不可欠であり、通信産業の健全な成長を後押しするような政策支援

の有無が諸外国との差別化にあたっても大きなファクターになり得

る可能性

ありたき姿の実現に向けた打ち手

ユースケースの不足

政策による通信産業の持続的な成長の後押し

通信事業者 非通信事業者

 CPSの実装を見据えた通信産業の政策支援

 通信事業者の健全な成長を維持するための規制の定期的な見
直し

 通信の発展によって生まれる新たな社会課題解決型ユースケー
ス開発に向けた補助金制度の拡充 等

日本政府
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我が国通信産業は2050年においても安定した収益基盤を維持

コメント

 5Gが普及し、誰でも気軽に
動画配信を視聴可能に

 フィジカルでのコミュニケー
ションや業務を補完する役割
として、通信サービスが利用
される

 6Gが普及し、ドローン配送等

の物流ドライバー不足といっ
た社会課題の解決のために
通信サービスが利用される

 通信デバイス数は増加
 通信単価は下落

 7Gが普及し、映画や音楽ラ

イブといったフィジカルならで
はのエンタメはデジタルでも
十分再現可能に

 法人向け固定通信は完全に
ギャランティ型となることで、
フィジカルを前提としていた
医療サービスを遠隔で提供
可能に

 通信デバイス数は増加
 通信単価は下落

 8Gが普及し、メタバース・デ

ジタルツインが実現。様々な
ユースケースが生まれる

 工場の完全無人化
 オンライン医療・AIロボットに
よる手術オペレーション

 通信デバイス数は増加
 通信単価は下落

技術の
前提

 5Gが普及  6Gが普及  7Gが普及  8Gが普及

通信 ⑦定量項目

（注）現在の数値は、23/3期時点におけるNTTの総合ICT、地域通信セグメント、KDDIの連結売上高、ソフトバンクのコンシューマ、法人セグメントの実績値を合算
（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 売上高は、新たなユースケースやデバイスの登場によって通信サービスの契約数が増加し、増収する見込み

 営業利益率は、売上高に対して一定の比率で設備投資を継続的に実施することから、安定した水準で推移することを

見込む
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通信産業の市場規模推移（イメージ）
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